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平 成 ２ ２ 年 度 宮 代 町 介 護 保 険 特 別 会 計 予 算 

 

 

 

平成２２年度宮代町の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，６９４，５６７千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。 

（一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時 

借入金の借入れの最高額は、５０，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金

額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(1) 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内での

これらの経費の各項の間の流用 

 

  平成２２年 ２月２５日提出 

 

                      宮代町長  庄司 博光 
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．
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健康福祉課）

　

3認定事

　

務費繰入金 15,46

　

4 認定事務費繰入金

概

　

　

認定事務にかかる事務

　

的経費分に対する一般

　

会計繰入

要

金

（健康

区

福祉課）

　

4一時借入金

　

利子繰入金 79 一時借

分

入金利子繰入金

金

　一時

　

借入金を借り入れた場

　

合の償還利子に対する

　

一般

額

会計繰入金

介

計 301,436 2

護

95,395 6,04

保

1

(第7款)繰入金 (

険

第2項)基金繰入金

特

（健康福祉課）

別

1介

会

護保険給付費準 15,

計

069 14,155 9



362－ －363－

（健康福祉課）1介護予防支援事業 4,724 644 4,080 1介護予防支援事業収入 4

(

,724 介護予防支援

第

作成料

9

収入 　国保連合

款

会から介護報酬として

)

支払われる、介護予防

諸収

支援における介護予防

入

ケアプラン作成料

(第

計 4,724 64

2

4 4,080

(第9款

項

)諸収入 (第3項)延

)

滞金・加算金及び過料

収

（健康福祉課）

益

1

事

第１号被保険者延 1 1

業

0 1第１号被保険者延

収

滞金 1 第１号被保険者

入

延滞金

（

滞金 　介護保険

単

料延滞金

位

計 1

：

1 0

(第9款)諸収入

千

(第4項)雑入

（

円

健康福祉課）

）

1雑入 1

節

4 4 10 1実費弁償金

目

13 介護予防事業利用

本

者実費弁償金

 

　介護予

年

防事業利用者から徴収

 

する実費分

（健康

度

福祉課）

前

2雑入 1 地図

 

、コピー代等

年

　要介護

 

者及び要支援者のケア

度

プラン作成等の資料と

比

し

　

て交付する介護認定

 

審査会資料の写しの代

較

金�

説

・１面につき１０

　

円

　

計 14 4 1

　

0

9．諸収入

　　　　　明 歳　　　入　　　概　　　要
区　　分 金　　　額

介護保険特別会計

－



３．

　明

4共済費 12,898

事

市町村共済組合負担金

　

（一般職） 10,88

　

1

業

市町村共

　

済組合負担金追加費用

　

　

概

（一般職

　

） 1,958

　要

地方公務員災害補償

一

基金負担金 59

 般

7賃金 1,43

 

6臨時職員賃金 1,4

財

36

 

9旅

源

費 29職員旅費 29

区　

11需用費

分

28消耗品費 28

金　

12役務費 1

額

90郵便料 190

国県

13委託料 4

支

3第三者行為損害賠償

出

求償事務委託

金 地

料 43

 方

14使用料及び 11ソ

 

フトウェアライセンス

債

料 11

そ

賃借

 

料

の

19負

 

担金、補 9,276市

他

町村総合事務組合負担金（退職

介

助

護

及び交付 手当） 9,2

保

66

険

金 研修

特

会等参加負担金 10

別会計

－3

計 91

6

,059 86,136

4

4,923 4,125

－

86,932 2

1．総

－

務費

365－

1一般管理費 91,059 86,136 4,923 4,12

歳

5 86,932 2 2給料 43,435  1 一般管理事業 91,059

3職員手当等 23,713

4共済費 1

(

2,898

第

　

1

7賃金 1,436

款)

9旅費 29

総務

11需用費 28

費 (

12役務費

第

190

1

13

項

委託料 43

出

)総

14使用料及び 11

務管

賃借料

理費

19負担金、補 9,

（

276

単

助及び

位

交付

：

金

千

(

円

 1)一般管理事業 （

）

健康福祉課） 　介護保

本

険事業の運営に係る事

 

務経費

年

9

 

1,059 86,13

度

6 4,923 4,12

 

5 86,932 2 2給

の

料 43,435一般職

 

43,435

【本年

財

度の特徴】国庫支出金

 

介護保険料

源 

3職員手当等 23,7

内

13管理職手当 503

 

・介護保険事業の円滑

訳

な実施のための事2,

節

750 1,582

目(

管理職員特別勤

事

務手当 15

務経費県支

業

出金 支払基金交

) 本

地域手当 1,34

年

1

・職員給与費（介護

度

保険担当、地域包括付

前

金1,375

年度

扶養手当 762

支援

比

センター）900

較 特

住居手当 258

 

繰入金

 

一般

定

職通勤手当 428

81

 

,454

 

超

財

過勤務手当 3,813

 

諸収入

 

一般

源

職期末手当 10,67

説

1

2,996

　　

勤勉手当 5,342

　　

児童手当 6

　

0

　

子ども手

　

当 520



　概

9旅費 126

　　

11需用費 1

要

84

一

12役

 

務費 5,532

般

(

 

 1)介護認定審査会

財

運営事業 （健康福祉課

 

） 　被保険者の要介護

源

・要支援認定を行う

区

附属機関の運営

　分

10,732 10

金

,698 34 21 10

　

,711 1報酬 4,8

額

90介護認定審査会委

国

員 ２０人 4,890

県

県支出金 繰入金

支出

9旅費 126介

金

護認定審査会委員費用

地

弁償 98

【本年度の特

 

徴】21 10,711

方 

職員旅費 7

債

・介護認定審査会の開

そ

催

 

審査会委

の

員旅費 21

 他

11需用費 184消耗品費 184

介護

12役務費 5,5

保

32郵便料 434

険特

電信料 63

別会

その他役務費 5

計

,035

－3

計 10,732 1

6

0,698 34 21 1

6

0,711

(第1款)

－

総務費 (第4項)認定

－

調査費

3

1

6

認定調査費 4,753

7

4,445 308 4,

－

753 7賃金 4,329  1 認定調査事業 4,753

8報償費 30

9旅費 40

11需用費 20

13委託料 291

1．総務費

1賦課徴収費 4,319 4,925 △606 4,319 9旅費 3  1 介護保険料賦課徴収事業 4,319

(

11需用費 75

第1

12役務費 1,0

款

44

)

13委

総

託料 3,197

務

(

費

 1)介護保険料賦課

(

徴収事業 （健康福祉課

第

） 　介護保険料の適正

2

な課税及び公平な徴

項

収事務に係る経費

)徴

4,319 4,

収

925 △606 4,3

費

19 9旅費 3職員旅費

（

3

繰入金

単位

11需用費 75消耗品

：

費 25

【本年度の特徴

千

】4,318

円）

印刷製本費 50

・

本

介護保険料の賦課徴収

 

諸収入

年

12

 

役務費 1,044郵便

度

料 948

・国保連合会

 

を経由して社会保険事

の

務所1

 

手数

財

料 96

等への特別徴

 

収依頼

源

13

 

委託料 3,197電算

内

委託料 3,197

・金

 

融機関への保険料振替

訳

依頼

節

目(

2滞納処分費 1

事

02 95 7 102 12

業

役務費 102  1 

)

滞納処分事業 102

本年

( 1)滞納処分事

度

業 （健康福祉課） 　介

前

護保険料の徴収の公平

年

性を確保する

ために

度

行う、滞納者の状況調

比

査ほか、必

較 特

102 95 7 102 1

 

2役務費 102郵便料

 

102

要な措置繰入金

定 

102

 財

【本年度の特徴

 

】

 

・滞納処

源

分の通知等の実施

説　　　

計 4,421 5,0

　

20 △599 4,42

　

1

(第1款)総務費 (

　

第3項)介護認定審査

　

会費

　

1介

明

護認定審査会費 10,

事

732 10,698 3

　

4 21 10,711 1

　

報酬 4,890  1

業

 介護認定審査会運営

　

事業 10,732



業

画の作成

　

地

　

域包括支援センター管

概

理システ

　

ム

　

保守料 284

要
一

14使用料及び 1

 

,363地域包括支援

般

センター管理システ

 財

賃借料 ムリー

 

ス料 1,363

源 区

計 1,72

　

8 1,727 1 1,7

分

28

(第1款)総務費

金

(第6項)趣旨普及費

　額

1趣旨普

国

及費 867 867 0 8

県

67 11需用費 867

支

  1 趣旨普及事業

出

867

金

( 1)趣

地

旨普及事業 （健康福祉

 

課） 　介護保険制度の

方

趣旨普及

 債

867 867 0 867

そ

11需用費 867消耗

 

品費 867

【本年度の

の

特徴】繰入金

 他

・事業者ガイドブックの発行867

介護保険

計 867 867 0 86

特

7

(第2款)保険給付

別

費 (第1項)介護サー

会

ビス等諸費

計

－

1居宅介護サービス

3

572,044 562

6

,108 9,936 1

8

85,914 386,

－

130 19負担金、補

－

572,044  1

3

 居宅介護サービス給

6

付事業 572,044

9－

給付費 助及び交付

金

2．保険給付費

14使用料及び 3

賃借料

18備品購入費 40

(

(

 1)認定調査事業 （

第

健康福祉課） 　適正か

1

つ公平な認定による保

款

険給付実

施のための

)

訪問面接による基礎調

総

査

務

4,75

費

3 4,445 308 4

(

,753 7賃金 4,3

第

29臨時職員賃金 4,

4

329

繰入金

項)

8報償費 30講師

認

謝金 30

【本年度の

定

特徴】4,753

調査

9旅費 40職員

費

旅費 10

・要介護認定

（

における認定調査実施

単位

調査員旅費

：

30

千

11

円

需用費 20消耗品費 2

）

0

本

13委

 

託料 291認定調査委

年

託料 291

 度

14使用料及び 3駐

 

車場借上料 3

の 

賃借料

財 

18備品購入費 40そ

源

の他備品購入費 40

 内

計 4,

 

753 4,445 30

訳

8 4,753

(第1款

節

)総務費 (第5項)介

目

護予防支援事業費

(事

1介護予防支

業

援事業 1,728 1,

)

727 1 1,728 1

本

2役務費 75  1 

年

介護予防ケアプラン作

度

成事業 1,728

前年

費 13委託料 2

度

90

比

14使

較

用料及び 1,363

特 

賃借料

 

( 

定

1)介護予防ケアプラ

 

ン作成事業 （健康福祉

 

課） 　予防給付におけ

財

る介護予防ケアプラン

 

計画の作成

 源

1,728 1,72

説

7 1 1,728 12役

　

務費 75郵便料 15

諸

　

収入

　

電信料

　

60

【本年度の特徴

　

】1,728

　　

13委託料 290介

　

護予防ケアプラン作成

明

業務委託

・予防給付に

事

おける介護予防ケアプ

　

ラン

　

料 6

計



　

付

　

ービス給付

明

費 助及び交付     

事

事業 176,408

　　

金

業

( 1)

　

地域密着型介護サービ

　

ス給付事業 （健康福祉

概

課） 　要介護認定とな

　

った被保険者が地域密

　

着型介護サービスを

要

利用した場合の保険

一 

176,40

般

8 119,732 56

 

,676 57,338

財

119,070 19負

 

担金、補 176,40

源

8地域密着型介護サー

区

ビス給付費 176,4

　

08

給付国庫支出金 介

分

護保険料

金

助

　

及び交付

35,281

額

43,586

国県

金

【本年度の特徴】

支

県支出金 支払基金交

出金

・地域密着型

地

介護サービスに係る保

 

険給付金22,057

方 

付52,8

債

88

そ

繰入金

 の

22,59

 

6

他

介

4特例地域密着型

護

介 100 100 0 32

保

68 19負担金、補 1

険

00  1 特例地域

特

密着型介護サービス

別会

護サービス給付

計

費 助及び交付     

－

給付事業 100

37

金

0

( 1)特例

－

地域密着型介護サービ

－

ス給付事業 （健康福祉

3

課） 　緊急その他やむ

7

を得ない理由により、

1

要介護認定の効力発

－

生日前に利用した地100 100 0 32 68 19負担金、補 100特例地域密着型介護サービス給付

域密着型介護サービスの保険給付国庫支出金 介護保険料 助及び交付 費 100

20 24 金

【

(

本年度の特徴】県支出

 

金 支払基金交

1)

・必要時に備えた枠

居

設定付金12

宅介

30

護サー

2．保険給

ビ

付費

ス給付事業 （健康福祉課） 　要介護認定となった在宅の被保険者に

対する在宅介護サービスへの保険給付

(第

572,0

2

44 562,108 9

款

,936 185,91

)

4 386,130 19

保

負担金、補 572,0

険

44居宅介護サービス

給

給付費 572,044

付

国庫支出金 介護保険料

費 (

助及び交付

第

【本年度の特徴】11

1

1,494 141,3

項

17

)

金

・居

介

宅サービスに係る保険

護

給付県支出金 支払基金

サ

交

ー

付金74

ビ

,420

ス

1

等

71,501

諸費

繰入金

（

7

単

3,312

位：千

2特例居

円

宅介護サー 100 10

）

0 0 32 68 19負担

本

金、補 100  1 

 

特例居宅介護サービス

年

給付事

 

ビス給

度

付費 助及び交付    

 

 業 100

の

金

 財

( 1)特例居宅

 

介護サービス給付事業

源

（健康福祉課） 　緊急

 

その他やむを得ない理

内

由により、

要介護認

 

定の効力発生日前に受

訳

けた居宅

節

1

目

00 100 0 32 68

(

19負担金、補 100

事

特例居宅介護サービス

業

給付費 100

介護サー

)

ビスへの保険給付国庫

本

支出金 介護保険料

年度

助及び交付

20

前

24

年

金

【本

度

年度の特徴】県支出金

比

支払基金交

較 特

・必要時に備えた枠設

 

定付金12

 定

30

 

繰入金

 財

14

  源

3地

説

域密着型介護サ 176

　

,408 119,73

　

2 56,676 57,

　

338 119,070

　

19負担金、補 176

　

,408  1 地域

　

密着型介護サービス給



　

必要時に備えた枠設定

　

付金17

明

3

事

0

　

繰入金

　業

14

　　概

7居宅

　

介護福祉用具 1,92

　

9 1,771 158 6

要

27 1,302 19負

一

担金、補 1,929 

 

 1 居宅介護福祉用

般

具購入費給付

 財

購入費 助及び交付   

 

  事業 1,929

源 区

金

　

( 1)

分

居宅介護福祉用具購入

金

費給付事業 （健康福祉

　

課） 　要介護認定とな

額

った被保険者に対する

国

日常生活の自立を助

県

けるため必要な福祉

支出

1,929 1

金

,771 158 627

地

1,302 19負担金

 

、補 1,929居宅介

方

護福祉用具購入費 1,

 

929

用具の購入費用

債

の保険給付国庫支出金

そ

介護保険料

 の

助及び交付

386 47

 

6

他

金

【本年度の特徴】県支出金 支

介

払基金交

護

・

保

福祉用具購入に係る保

険

険給付付金241

特別

578

会計

繰入金

－

2

3

48

72－

8居宅介護住宅

－

改修 5,436 4,9

3

88 448 1,766

7

3,670 19負担金

3

、補 5,436  1

－

 居宅介護住宅改修費

繰

給付事業 5,436

入金

費 助及び交付

金

2．保険給付費

14

5施設介護サービス 545,641 535

(

,669 9,972 1

第

77,333 368,

2

308 19負担金、補

款

545,641  1

)

 施設介護サービス給

保

付事業 545,641

険給

給付費 助及び

付

交付

費

金

(

(

第

 1)施設介護サービ

1

ス給付事業 （健康福祉

項

課） 　要介護認定とな

)

った施設入所の被保険

介

者が施設サービスを

護

利用した場合の保険

サー

545,64

ビ

1 535,669 9,

ス

972 177,333

等

368,308 19負

諸

担金、補 545,64

費

1施設介護サービス給

（

付費 545,641

給

単

付国庫支出金 介護保険

位

料

：

助及び交

千

付

81,846 134

円

,794

）

金

本

【本年度の特徴】県支

 

出金 支払基金交

年 

・施設入所者に係

度

る保険給付付金95,

 

487

の

16

 

3,585

財 

繰入金

源

69

 

,929

内 訳

6特例施設

節

介護サー 100 100

目

0 32 68 19負担金

(

、補 100  1 特

事

例施設介護サービス給

業

付事

)

ビス給付

本

費 助及び交付     

年

業 100

度

金

前年

( 1)特例施設介

度

護サービス給付事業 （

比

健康福祉課） 　緊急そ

較

の他やむを得ない理由

特

により、

要介護認定

 

の効力発生日前に利用

 

した施

定

10

 

0 100 0 32 68 1

 

9負担金、補 100特

財

例施設介護サービス給

 

付費 100

設介護サー

 

ビスの保険給付国庫支

源

出金 介護保険料

説　

助及び交付

15 2

　

4

　

金

【本年

　

度の特徴】県支出金 支

　

払基金交

　

・



　

  1 特例居宅介護

　

サービス計画給

明 事

ビス計画給付費 助及

　

び交付     付事業

　

100

業

金

　　

( 1)特例居宅介護

概

サービス計画給付事業

　

（健康福祉課） 　緊急

　

その他やむを得ない理

要

由により、

要介護認

一

定の効力発生日前に作

 

成された

般

1

 

00 100 0 32 68

財

19負担金、補 100

 

特例居宅介護サービス

源

計画給付費 100

ケア

区

プラン作成費用の保険

　

給付国庫支出金 介護保

分

険料

金

助及び

　

交付

20 24

額
国

金

【本年度の特徴】

県

県支出金 支払基金交

支出

・必要時に備

金

えた枠設定付金12

地 

30

方 

繰入金

債

1

そ

4

 の 

計 1,355

他

,835 1,284,877 70,958 4

介

40,648 915,

護

187

(第2款)保険

保

給付費 (第2項)介護

険

予防サービス等諸費

特別

1介護予防

会

サービス 65,444

計

60,682 4,76

－

2 21,269 44,

3

175 19負担金、補

7

65,444  1 

4

介護予防サービス給付

－

事業 65,444

－3

給付費 助及び交付

75

金

－

( 1)介護予防サービス給付事業 （健康福祉課） 　要支援認定となった被保険者に対する

介護予防サービスを利用した場合の保険65,444 60,682 4,762 21,269 44,175 19負担金、補 65,444介護予防サー

(

ビス給付費 65,44

 

4

給付国庫支出金 介護

1

保険料

)

助及

居

び交付

13,089 1

宅

6,167

介護

金

【本年度の特徴】

住宅

2．保険

改

給付費

修費給付事業 （健康福祉課） 　要介護認定となった被保険者に対する

在宅での日常生活の自立を助ける住

(

宅改

第

5,4

2

36 4,988 448

款

1,766 3,670

)

19負担金、補 5,4

保

36居宅介護住宅改修

険

費 5,436

修費用に

給

対する保険給付国庫支

付

出金 介護保険料

費 (

助及び交付

1,0

第

87 1,343

1項

金

【本年度の特徴

)

】県支出金 支払基金交

介護

・住宅改修

サ

に係る保険給付付金6

ー

79

ビ

1,6

ス

30

等

繰入金

諸費

697

（単位

9

：

居宅介護サービス 53

千

,977 60,209

円

△6,232 17,5

）

42 36,435 19

本

負担金、補 53,97

 

7  1 居宅介護サ

年

ービス計画給付事

 度

計画給付費 助及び

 

交付     業 53,

の

977

 

金

財 

( 1)居宅介護サー

源

ビス計画給付事業 （健

 

康福祉課） 　要介護認

内

定となった被保険者の

 

ケアプ

ラン作成に係

訳

る費用の保険給付

節

目

53,977 6

(

0,209 △6,23

事

2 17,542 36,

業

435 19負担金、補

)

53,977居宅介護

本

サービス計画給付費 5

年

3,977

国庫支出金

度

介護保険料

前年

助及び交付

【本年度の

度

特徴】10,795 1

比

3,334

較 特

金

・ケアプラン作成費

 

用に係る保険給付県支

 

出金 支払基金交

定 

付金6,747

 財

16,183

  

繰入金

源 説

6,918

　　　

1

　

0特例居宅介護サー 1

　

00 100 0 32 68

　

19負担金、補 100



　

助及び交付 費 9

　

,884

1,977 2

　

,442

　

金

明

【本年度の特徴】県支

事

出金 支払基金交

　　

・地域密着型介護

業

予防サービスに係る保

　

付金1,235

　概

険給付2,963

　　

繰入金

要
一

1,267

 般 

4

財

特例地域密着型介 10

 

0 100 0 32 68 1

源

9負担金、補 100 

区

 1 特例地域密着型

　

介護予防サー

分 金

護予防サービス給 助及

　

び交付     ビス給

額

付事業 100

国県

付費 金

支

( 1)特

出

例地域密着型介護予防

金

サービス給付事業 （健

地

康福祉課） 　緊急その

 

他やむを得ない理由に

方

より、

要支援認定の

 

効力発生日前に利用し

債

た地

そ

100

 

100 0 32 68 19

の

負担金、補 100特例

 

地域密着型介護予防サ

他

ービス

域密着型介護予防サービスの保険給付

介

国庫支出金 介護保険料

護保

助及び交付

険

給付費 100

20 24

特別

金

【本年度

会

の特徴】県支出金 支払

計

基金交

－

・必

3

要時に備えた枠設定付

7

金12

6

30

－ －

繰入金

37

14

7－

・

5介護予

介

防福祉用具 473 43

護

2 41 154 319 1

予

9負担金、補 473 

防

 1 介護予防福祉用

サ

具購入費給付

ービ

購入費 助及び交付   

ス

  事業 473

利用

金

2．保険給付

に

費

係る保険給付県支出金 支払基金交

付金8,180

19,6

(

20

第

繰入金

2款

8,388

)保険給

2特例介護予防サー

付

100 100 0 32 6

費

8 19負担金、補 10

(

0  1 特例介護予

第

防サービス給付事

2項

ビス給付費 助及び

)

交付     業 100

介護

金

予

( 1

防

)特例介護予防サービ

サ

ス給付事業 （健康福祉

ー

課） 　緊急その他やむ

ビ

を得ない理由により、

ス

要支援認定の効力発

等

生日前に利用した介

諸費

100 100

（

0 32 68 19負担金

単

、補 100特例介護予

位

防サービス給付費 10

：

0

護予防サービスの保

千

険給付国庫支出金 介護

円

保険料

）

助及

本

び交付

20 24

 年

金

【本年度の特徴

 

】県支出金 支払基金交

度 

・必要時に

の

備えた枠設定付金12

 財

30

 源

繰入金

 内

14

 訳 節

3地域密着型介

目

護予 9,884 10,

(

158 △274 3,2

事

12 6,672 19負

業

担金、補 9,884 

)

 1 地域密着型介護

本

予防サービス

年度

防サービス給付費 助及

前

び交付     給付事

年

業 9,884

度 比

金

較

( 1)地域密

特

着型介護予防サービス

 

給付事業 （健康福祉課

 

） 　要支援認定となっ

定

た被保険者に対する

 

地域密着型サービスを

 

利用した場合の保

財 

9,884 10

 

,158 △274 3,

源

212 6,672 19

説

負担金、補 9,884

　

地域密着型介護予防サ

　

ービス給付

険給付国庫

　

支出金 介護保険料

　



　

費 助及び交付     

　

業 7,534

　　

金

明

( 1)介護予

事

防サービス計画給付事

　

業 （健康福祉課） 　要

　

支援認定となった被保

業

険者に対する

介護予

　

防ケアプラン作成時に

　

係る費用の

概　

7,534 6,151

　

1,383 2,449

要

5,085 19負担金

一

、補 7,534介護予

 

防サービス計画給付費

般

7,534

保険給付国

 

庫支出金 介護保険料

財 

助及び交付

1

源

,507 1,861

区　

金

【本年度の

分

特徴】県支出金 支払基

金

金交

　

・ケア

額

プラン作成費用に係る

国

保険給付付金942

県支

2,259

出金

繰入金

地 

965

方 債

8特例介

そ

護予防サー 100 10

 

0 0 32 68 19負担

の

金、補 100  1 

 

特例介護予防サービス

他

計画給

ビス計

介

画給付費 助及び交付  

護

   付事業 100

保険

金

特

( 1)

別

特例介護予防サービス

会

計画給付事業 （健康福

計

祉課） 　緊急その他や

－

むを得ない理由により

3

、

要支援認定の効力

7

発生日前に作成された

8－

100 10

－

0 0 32 68 19負担

3

金、補 100特例介護

7

予防サービス計画給付

9

費 100

ケアプラン作

－

成費用の保険給付国庫支出金 介護保険料 助及び交付

20 24 金

【本年度の特徴】県支出金 支払基金交

・必要時に備えた枠設定付金12

30

( 1

2．保険給付

)

費

介護予防福祉用具購入費給付事業 （健康福祉課） 　要支援認定となった被保険者に対し日

常生活の自立のため必要な

(

福祉用具購入

第2

473 432 41 1

款

54 319 19負担金

)

、補 473介護予防福

保

祉用具購入費 473

費

険

用に対する保険給付国

給

庫支出金 介護保険料

付費

助及び交付

9

(

5 117

第

金

2

【本年度の特徴】県支

項

出金 支払基金交

)介

・介護予防福祉用

護

具購入に係る保険給付

予

付金59

防

1

サ

42

ー

繰入金

ビス

60

等諸費

6介

（

護予防住宅改修 2,5

単

70 2,345 225

位

835 1,735 19

：

負担金、補 2,570

千

  1 介護予防住宅

円

改修費給付事業 2,5

）

70

本

費 助及び

 

交付

年

金

 

(

度

 1)介護予防住宅改

 

修費給付事業 （健康福

の

祉課） 　要支援認定と

 

なった被保険者に対す

財

る

在宅での日常生活

 

の自立を助ける住宅改

源 

2,570

内

2,345 225 83

 

5 1,735 19負担

訳

金、補 2,570介護

節

予防住宅改修費 2,5

目

70

修費用に対する保

(

険給付国庫支出金 介護

事

保険料

業

助及

)

び交付

514 635

本年

金

【本年度の

度

特徴】県支出金 支払基

前

金交

年

・住宅

度

改修に係る保険給付付

比

金321

較

7

特

70

 

繰入金

 定

330

  財

7

 

介護予防サービス 7,

 

534 6,151 1,

源

383 2,449 5,

説

085 19負担金、補

　

7,534  1 介

　

護予防サービス計画給

　

付事

　

計画給付



　

3,400 4,200

　　

金

【本年度

　

の特徴】県支出金 支払

明

基金交

事

・高

　

額介護サービス費の給

　

付付金2,125

業　

5,097

　概

繰入金

　　

2,178

要
一 

計

般

17,000 26,4

 

80 △9,480 5,

財

525 11,475

(

 

第2款)保険給付費 (

源

第5項)特定入所者介

区

護サービス給付等費

　分

1特定入所

金

者介護サ 69,300

　

50,800 18,5

額

00 22,522 46

国

,778 19負担金、

県

補 69,300  1

支

 特定入所者介護サー

出

ビス事業 69,300

金 地

ービス費 助及

 

び交付

方

金

 債

( 1)特定入所者介

そ

護サービス事業 （健康

 

福祉課） 　低所得の方

の

が介護保険施設を利用

 

した

場合の食費・居

他

住費等の負担を軽減する

介

69,3

護

00 50,800 18

保

,500 22,522

険

46,778 19負担

特

金、補 69,300特

別

定入所者介護サービス

会

費 69,300

ための

計

保険給付国庫支出金 介

－

護保険料

3

助

8

及び交付

13,860

0

17,120

－ －

金

【本年度の特徴】

3

県支出金 支払基金交

81

・介護保険施

－

設等における食費・居

繰

住費付金8,662

入金

の一部に対する保険給付20,776

2．保険給付費

14

計 86,205 80,068 6,

(

137 28,015 5

第

8,190

(第2款)

2

保険給付費 (第3項)

款

その他諸費

)保

1審査支払手数料 2

険

,438 2,258 1

給

80 793 1,645

付

13委託料 2,438

費

  1 審査支払手数

(

料事業 2,438

第2

( 1)審査支払手数

項

料事業 （健康福祉課）

)

　介護報酬明細書の審

介

査・支払いに関す

る

護

委託業務への保険給付

予防

2,438

サ

2,258 180 79

ー

3 1,645 13委託

ビ

料 2,438介護報酬

ス

明細書審査委託料 2,

等

438

国庫支出金 介護

諸

保険料

費

【本

（

年度の特徴】488 6

単

02

位

・国保

：

連合会への審査・支払

千

い業務の委県支出金 支

円

払基金交

）

託

本

付金305

 年

731

 

繰入

度

金

 

312

の 財 

計 2,438 2,

源

258 180 793 1

 

,645

(第2款)保

内

険給付費 (第4項)高

 

額介護サービス等費

訳 節

1高額介護

目

サービス 17,000

(

26,480 △9,4

事

80 5,525 11,

業

475 19負担金、補

)

17,000  1 

本

高額介護サービス費給

年

付事業 17,000

度 前

費 助及び交付

年度

金

比

( 1)

較

高額介護サービス費給

特

付事業 （健康福祉課）

 

　利用者負担が著しく

 

高額となった場合

に

定

所得に応じた基準額を

 

超える部分の給

 財

17,000 26

 

,480 △9,480

 

5,525 11,47

源

5 19負担金、補 17

説

,000高額介護サー

　

ビス費 17,000

付

　

国庫支出金 介護保険料

　　

助及び交付



　

保険給付150

　　

繰入金

　　

65

　　　

4特例特定入所

明

者介 100 100 0 3

事

2 68 19負担金、補

　

100  1 特例特

　

定入所者支援サービス

業　

護予防サービ

　

ス費 助及び交付    

概

 事業 100

　　

金

要

( 1)特例特

一

定入所者支援サービス

 

事業 （健康福祉課） 　

般

低所得の方がやむを得

 

ず要支援認定の

効力

財

発生日前に施設を利用

 

した場合の特

源 区

100 100 0 32

　

68 19負担金、補 1

分

00特例特定入所者支

金

援サービス費 100

定

　

入所者支援サービス費

額

の保険給付国庫支出金

国

介護保険料

県支

助及び交付

20 24

出金

金

【本年度の

地

特徴】県支出金 支払基

 

金交

方

・必要

 

時に備えた枠設定付金

債

12

そ

30

 の

繰入金

 他

14

介護

計 70

保

,000 51,500

険

18,500 22,7

特

48 47,252

(第

別

2款)保険給付費 (第

会

6項)高額医療合算介

計

護サービス等費

－3

1高額医療合算

8

介護 1,000 1,0

2

00 0 325 675 1

－

9負担金、補 1,00

－

0  1 高額医療合

3

算介護サービス費

83

サービス費 助及び

－

交付     給付事業

繰

1,000

入

金

金

2．保険給付費

8,882

2特例特定入所者介 1

(

00 100 0 32 68

第

19負担金、補 100

2

  1 特例特定入所

款

者介護サービス

)保

護サービス費 助及び

険

交付     費給付事

給

業 100

付

金

費 (

( 1)特例特定入

第

所者介護サービス費給

5

付事業 （健康福祉課）

項

　低所得の方がやむを

)

得ず要介護認定の

効

特

力発生日前に施設を利

定

用した場合の特

入所

100 100 0 3

者

2 68 19負担金、補

介

100特例特定入所者

護

介護サービス費 100

サ

定入所者介護サービス

ー

費の保険給付国庫支出

ビ

金 介護保険料

ス給

助及び交付

20 24

付等

金

【本年度

費

の特徴】県支出金 支払

（

基金交

単

・必

位

要時に備えた枠設定付

：

金12

千

30

円）

繰入金

本 

14

年 度

3特定入

 

所者介護予 500 50

の

0 0 162 338 19

 

負担金、補 500  

財

1 特定入所者支援サ

 

ービス事業 500

源 

防サービス費 助及

内

び交付

 

金

訳 節

( 1)特定入所者支

目

援サービス事業 （健康

(

福祉課） 　低所得の方

事

が介護保険施設を利用

業

した

場合の食費・居

)

住費等の負担を軽減す

本

る

年

500 5

度

00 0 162 338 1

前

9負担金、補 500特

年

定入所者支援サービス

度

費 500

ための保険給

比

付国庫支出金 介護保険

較

料

特

助及び交

 

付

100 123

 定

金

【本年度の特徴

 

】県支出金 支払基金交

 財

・指定居宅

 

サービス利用時の食費

 

・居住付金62

源 説

費の一部に対する



　

1郵便料 291

・介

　

護保険法に基づく生活

　

機能評価の　付金69

　

8

　

13委託

　

料 3,246生活機能

　

検査委託料 3,246

明

実施1,674

事　

・特定高齢者のス

　

クリーニング（選定作

業

繰入金

　

業）

　

712

概

・特

　

定高齢者の把握

　要
一

( 2)通所型

 

介護予防事業 （健康福

般

祉課） 　特定高齢者に

 

対し実施する介護予防

財

を

目的とした通所型介

 

護予防事業

源 区

4,147 5,447

　

△1,300 1,55

分

4 2,593 8報償費

金

116講師謝金 116

　

国庫支出金 介護保険

額

料

国

11需用

県

費 35消耗品費 35

支

【本年度の特徴】1,

出

036 819

金 地

13委託料 3,99

 

6介護予防事業委託料

方

3,996

・運動器の

 

機能向上プログラム（

債

いきい県支出金 支払基

そ

金交

 

き教室

の

）の実施付金518

 他

・口腔機能の向上プログラムの実施

介

1,243

護保

・栄養改善プログラム

険

の実施繰入金

特別

527

会

諸

計

収入

－

4

384

2

－

介護予防一般高齢 4,

－

085 2,398 1,

3

687 1,528 2,

8

557 7賃金 461 

5

 1 介護予防普及啓

－

発事業 3,725

者施策事業費 8報償費 37  2 地域介護予防活動支援事業 360

11需用費 152

12役務費 23

13委託料 3,412

( 

3．地域支援事業費

1)高額医療合算介護サービス費給付事業 （健康福祉課） 　医療保険と介護保険を合わせた自己負

担額が高額とな

(

った場合に所得に応じ

第

た

2

1,00

款

0 1,000 0 325

)

675 19負担金、補

保

1,000高額医療合

険

算介護サービス費 1,

給

000

基準額を超える

付

部分の給付国庫支出金

費

介護保険料

(第

助及び交付

200 24

6

7

項

金

【本年

)

度の特徴】県支出金 支

高

払基金交

額

・

医

申請に基づく介護保険

療

自己負担額証明付金1

合

25

算

書の発

介

行300

護

繰

サ

入金

ー

128

ビス等費

計 1,000 1

（

,000 0 325 67

単

5

(第3款)地域支援

位

事業費 (第1項)介護

：

予防事業費

千円

1介護予防特定高齢

）

9,729 13,97

本

6 △4,247 3,6

 

47 6,082 7賃金

年

1,870  1 特

 

定高齢者把握事業 5,

度

582

 

者施

の

策事業費 8報償費 11

 

6  2 通所型介護

財

予防事業 4,147

 源

11需用費 2

 

10

内

12役

 

務費 291

訳 節

13委託料 7,242

目(

( 1)特定高齢

事

者把握事業 （健康福祉

業

課） 　介護予防特定高

)

齢者施策の対象となる

本

介護予防が必要と認

年

められる高齢者（特

度 前

5,582 8

年

,529 △2,947

度

2,093 3,489

比

7賃金 1,870臨時

較

職員賃金 1,870

特

定高齢者）の把握国庫

 

支出金 介護保険料

 定

11需用費 17

 

5消耗品費 28

1,3

 

95 1,103

財 

印刷製本費 147

 

【本年度の特徴】県

源

支出金 支払基金交

説　

12役務費 29



　　

1総合相談

明

事業費 60 139 △7

事

9 36 24 8報償費 6

　

0  1 総合相談事

　

業 60

業

( 1)総

　

合相談事業 （健康福祉

　

課） 　地域包括支援セ

概

ンターにおける総合相

　

談支援の実施

　要

60 139 △79

一

36 24 8報償費 60

 

栄養士報償金 60

国庫

般

支出金 介護保険料

 財

【本年度の特徴

 

】24 12

源 区

・在宅高齢者に対する

　

訪問栄養指導の実県支

分

出金 繰入金

金　

施12 12

額
国県

2包括的

支

・継続的ケ 110 80

出

30 66 44 8報償費

金

90  1 包括的・

地

継続的ケアマネジメ

 方

アマネジメン

 

ト支 11需用費 20 

債

   ント支援事業 1

そ

10

 

援事業費

の 

( 1)包括的・

他

継続的ケアマネジメント支援事業 （健康福祉

介

課） 　関係機関との協

護

働、民間ケアマネジャ

保

ーの支援等による包括

険

的・継続的なケア

特別

110 80 30

会

66 44 8報償費 90

計

講師謝金 90

体制の

－

構築国庫支出金 介護保

3

険料

8

11需

6

用費 20消耗品費 20

－

44 22

－

【

3

本年度の特徴】県支出

8

金 繰入金

7

・

－

サービス担当者会議の運営22 22

・ケアマネジャー等に対する指導・相談

・支援困難事例への指導助言

・関係機関、社会資源との連携及び協働

体制の整備

( 1)

3．地域支援事業

介

費

護予防普及啓発事業 （健康福祉課） 　一般高齢者に対し実施する介護予防の

知識の普及啓発、地域での自主的な介護

(第

3,725 2

3

,398 1,327 1

款

,393 2,332 7

)

賃金 461臨時職員賃

地

金 461

予防活動の

域

支援等国庫支出金 介護

支

保険料

援

8報

事

償費 37講師謝金 37

業

929 735

費 (

11需用費 60消

第

耗品費 30

【本年度の

1

特徴】県支出金 支払基

項

金交

)

印刷製

介

本費 30

・ますます

護

元気塾の実施付金46

予

4

防

12役務

事

費 18保険料 18

・

業

(仮)ｼﾆｱﾗｲﾌの

費

口腔ケア講座の実施1

（

,115

単

1

位

3委託料 3,149介

：

護予防事業委託料 3,

千

149

・(仮)ｼﾆｱ

円

ﾗｲﾌの食生活講座の

）

実施繰入金

本 

・(仮)認知症予防講

年

座の実施473

 度

諸収入

 の

9

 財

( 2

 

)地域介護予防活動支

源

援事業 （健康福祉課）

 

　介護予防事業のサポ

内

ートを行なうボラ

ンテ

 

ィアの養成

訳 節

360 0 360 135

目

225 11需用費 92

(

消耗品費 92

国庫支

事

出金 介護保険料

業)

12役務費 5保険

本

料 5

【本年度の特徴

年

】90 71

度 前

13委託料 263介護

年

予防ボランティア養成

度

講座委

・介護予防ボラ

比

ンティア養成講座の実

較

施県支出金 支払基金交

特 

託料 263

 

付金45

定

1

 

08

 

繰入金

財 

46

 源 説　

計 13,814 16,

　

374 △2,560 5

　

,175 8,639

(

　

第3款)地域支援事業

　

費 (第2項)包括的支

　

援事業・任意事業費



　

請求の是正のための介

　

護保

　

464

　

376 88 279 18

　

5 11需用費 224消

　

耗品費 174

険費用適

　

正化事業国庫支出金 介

　

護保険料

明

物

事

品等修繕料 50

18

　

6 92

　

12

業

役務費 240郵便料 1

　

80

【本年度の特徴】

　

県支出金 繰入金

概　

電信料 60

・国保

　

連合会との共同による

要

給付費デー93 93

一 

タの分析

般 財

( 3)地域

 

自立生活支援事業 （健

源

康福祉課） 　介護サー

区

ビスの質の向上や高齢

　

者の生

きがいづくり、

分

地域資源を活用したネ

金

ッ

　

14,4

額

36 15,493 △1

国

,057 7,156 7

県

,280 1報酬 3,7

支

98介護相談員８人 3

出

,798

トワークづ

金

くりなどによる高齢者

地

の地域国庫支出金 介護

 

保険料

方

9旅

 

費 420介護相談員費

債

用弁償 380

における

そ

自立した生活の支援4

 

,771 2,359

の 

職員旅費 4

県

他

支出金 使用料及び

介

介護相談員旅費

護

36

【本年度の特徴

保

】手数料2,385

険特

11需用費 9

別

7消耗品費 37

・介護

会

相談員による施設及び

計

家庭訪問14

－3

物品等修繕料 60

8

・介護相談員を１名増

8

員繰入金

－

1

－

2役務費 430電信料

3

430

・配食サービ

8

スの提供及び安否確認

9

4,907

－

13委託料 8,500高齢者給食配食サービス事業委託

・緊急時対応型ショートステイ事業、生料 7,093

活管理指導短期宿泊事業、緊急時通報シ自立生活支援ヘルパー派遣委託料 367

ステム事業の実施生活

3

管理指導ショートステ

任

イ委託

意

料 3

事

8

業

緊急時対

費

応型ショートステイ委

2

託

2

料 92

,5

3．地域

2

支援事業費

4 23,158 △634 12,010 10,514 1報酬 3,798  1 認知症高

(

齢者見守り事業 194

第3

8報償費 9

款

0  2 介護給付等

)

費用適正化事業 464

地域

9旅費 42

支

0  3 地域自立生

援

活支援事業 14,43

事

6

業

11需用

費

費 353  4 家族

(

介護継続支援事業 7,

第

079

2

12

項

役務費 1,073  

)

5 高齢成年後見制度

包

利用支援事

括的

13委託料 8,580

支

    業 251

援事

14使用料及び

業

1,077  6 福

・

祉用具・住宅改修支援

任

事業 100

意

賃

事

借料

業

19負

費

担金、補 114

（単

助及び交付

位：

金

千

20扶助

円

費 7,019

）

( 

本

1)認知症高齢者見守

 

り事業 （健康福祉課）

年

　認知症高齢者の家族

 

等に対する、位置

情

度

報端末機を利用した対

 

象者の現在地や

の 

194 194 0 1

財

17 77 11需用費 3

 

2印刷製本費 32

移

源

動経路を電話等による

 

案内国庫支出金 介護保

内

険料

 

12役

訳

務費 162郵便料 1

7

節

8 38

目

加入

(

登録料 15

【本年度の

事

特徴】県支出金 繰入金

業)

端末機基本

本

料 32

・位置情報発信

年

機の貸与39 39

度 前

位置情報取得料

年

51

・サポートセンタ

度

ーによる位置情報の提

比較

現場急行手

特

数料 63

供

  

・認知症サポーター養

定

成講座の開催

  財

( 2)介護給付

 

等費用適正化事業 （健

 

康福祉課）   国保連

源

合会と連携した、不正

説

、不適切

な介護給付費



　

100 100 0 60

　

40 12役務費 20介

　

護保険住宅改修支援手

　

数料 20

国庫支出金

　

介護保険料

　　

13委託料 80住宅改

　

修指導委託料 80

【本

明

年度の特徴】40 20

事　

・介護保険

　

住宅改修費申請に係る

業

理由書県支出金 繰入金

　　

作成手数料

概

の介護支援専門員以外

　

への支20 20

　要

払い

一 般

4地域包括

 

支援セン 1,335 1

財

,369 △34 801

 

534 1報酬 540 

源

 1 地域包括支援セ

区

ンター運営管

　分

ター運営管理費 9旅

金

費 61    理事業

　

1,335

額
国

11需用費 480

県支

12役務費 15

出

4

金

19負担

地

金、補 90

 

助

方

及び交付

 

金

債 そ

27公課費 1

 

0

の

( 1)地域包

 

括支援センター運営管

他

理事業 （健康福祉課） 　地域包括支援センタ

介

ーの適正な管理運

営

護保

1,335

険

1,369 △34 80

特

1 534 1報酬 540

別

介護保険事業運営協議

会

会委員

国庫支出金 介護

計

保険料

－

２０

3

人 540

【本年度の

9

特徴】534 264

0－

9旅費 61介

－

護保険事業運営協議会

3

委員費用

・地域包括支

9

援センターの管理運営

1

県支出金 繰入金

－

弁償 36

267 270 職員旅費 25

11需用費 480消耗品費 100

燃料費 180

印刷製本費 50

物品等修繕料 150

3．地域支援事業費

緊急時通報システム端末機定期保

守料 910

(

14使用料及び 1

第

,077緊急時通報シ

3

ステム機器借上料 1,

款

077

)

賃借

地

料

域

19負

支

担金、補 114介護相

援

談員研修等参加負担金

事

114

業

助及

費

び交付

(

金

第2

( 4)家族介護継続

項

支援事業 （健康福祉課

)

） 　要介護状態の高齢

包

者や介護者に対する

介

括

護用品の支給

的支

7,079 6,80

援

4 275 4,248 2

事

,831 12役務費 6

業

0郵便料 60

国庫支

・

出金 介護保険料

任意

20扶助費 7,0

事

19介護用品支給費 7

業

,019

【本年度の特

費

徴】2,832 1,3

（

99

単

・紙お

位

むつ・ドライシャンプ

：

ー等介護用県支出金 繰

千

入金

円

品の支

）

給（要介護１～５の方

本

）1,416 1,43

 

2

年 

( 5

度

)高齢成年後見制度利

 

用支援事業 （健康福祉

の

課） 　判断能力が不十

 

分な高齢者に対する本

財

人保護のための支援

 源

251 191

 

60 150 101 8報

内

償費 90講師謝金 90

 

国庫支出金 介護保険

訳

料

節

12役務

目

費 161成年後見人申

(

立手数料 1

【本年度の

事

特徴】100 49

業)

成年後見人申立

本

登記手数料 4

・判断能

年

力が不十分で申し立て

度

る親族等県支出金 繰入

前

金

年

成年後見

度

人申立診断書料 6

がい

比

ない高齢者の財産等の

較

管理保護50 52

特 

成年後見人申立

 

鑑定料 150

定

( 6

 

)福祉用具・住宅改修

 

支援事業 （健康福祉課

財

） 　高齢者の安全かつ

 

快適な生活のための

住

 

宅改修の相談及び手続

源

き費用の支援

説



　

分の償還　79

　　

料

　　

計 79 79 0 79

(

　

第6款)諸支出金 (第

　

1項)償還金及び還付

　

加算金

明

1

事

第１号被保険者保 60

　

0 200 400 600

　

23償還金、利 600

業

  1 第１号被保険

　

者保険料還付事

　概

険料還付金 子及び割

　

引     業 600

　要

料

一

( 1)

 

第１号被保険者保険料

般

還付事業 （健康福祉課

 

） 　介護保険の資格喪

財

失等による、第１号

 

被保険者の介護保険料

源

に過納が生じた場

区　

600 200 4

分

00 600 23償還金

金

、利 600第１号被保

　

険者保険料還付金 60

額

0

合の還付介護保険料

国県

子及び割引

支

600

出

料

【

金

本年度の特徴】

地 

・転出、死亡等の

方

資格喪失、及び所得更

 債

正等に係る

そ

介護保険料の還付

 の 他

6．諸支出 介金 護保険特別会計

－392－ －393－

12役務費 154電信料 72

保険料 47

そ

(

の他役務費 35

第3

19負担金、補

款

90主任介護支援専門

)

員専門研修負担

地域

助及び交付 金 90

支援

金

事業

27公課費 10自

費

動車重量税 10

(第

計 24,0

2

29 24,746 △7

項

17 12,913 11

)

,116

(第4款)基

包

金積立金 (第1項)基

括

金積立金

的支

1介護保険給付費準 1

援

11,401 △11,

事

400 1 25積立金 1

業

  1 介護保険給付

・

費準備基金積立

任意

備基金積立金    

事

 事業 1

業

( 1)

費

介護保険給付費準備基

（

金積立事業 （健康福祉

単

課） 　介護保険給付費

位

の増加や保険料収入の

：

減少による財源不足に

千

対応するための基

円）

1 11,401

本

△11,400 1 25

 

積立金 1介護給付費準

年

備基金積立金 1

金積立

 

財産収入

度

1

 の

【本年度の

 

特徴】

財

 介

 

護保険料余剰金及び滞

源

納繰越分保険

 内

料収納額の積立

 訳 節

目

計 1 11,401 △

(

11,400 1

(第5

事

款)公債費 (第1項)

業

公債費

)

1

本

利子 79 79 0 79 2

年

3償還金、利 79  

度

1 公債費利子償還事

前

業 79

年

子及び

度

割引

比

料

較

(

特

 1)公債費利子償還

 

事業 （健康福祉課） 　

 

一時借入金の利子償還

定 

79 79

 

0 79 23償還金、利

財

79一時借入金利子 7

 

9

【本年度の特徴】繰

 

入金

源

子及び

説

割引

・一時借入金利子



　

00 10,000 0 1

　

0,000

7．予備費

明 事　　業　　概　　要
一 般 財 源 区　分 金　額

国県支出金 地 方 債 そ の 他

介護保険特別会計

－394－ －395－

2第１号被保険者保 5 1 4 5 23償還金、利 5  1 第１号被保険者保険料還付加

険料還付

(

加算金 子及び割引   

第

  算金事業 5

6款

料

)

( 1)第１

諸

号被保険者保険料還付

支

加算金事業 （健康福祉

出

課） 　第１号被保険者

金

の介護保険料過納金等

(

の還付の際に期間に

第

応じて加算する加算

1項

5 1 4 5 23

)

償還金、利 5第１号被

償

保険者保険料還付加算

還

金 5

金繰入金

金及

子及び割引

5

び還

料

【本年度の特徴

付

】

加

・還付加

算

算金の支払い

金 （単

計

位

605 201 404 6

：

05

(第6款)諸支出

千

金 (第2項)繰出金

円）

1一般会計

本

繰出金 1 1 0 1 28繰

 

出金 1  1 一般会

年

計繰出事業 1

 

( 

度

1)一般会計繰出事業

 

（健康福祉課） 　前年

の

度決算剰余金の一般会

 

計への繰出

し（返還

財

）

 

1 1 0 1

源

28繰出金 1一般会計

 

繰出金 1

繰越金

内 

【本年度の特徴】

訳

1

節

・決算余

目

剰金（介護給付費、事

(

務費）の

事

繰

業

出し

) 本年

計 1 1 0 1

度

(第7款)予備費 (第

前

1項)予備費

年度

1予備費 10,0

比

00 10,000 0 1

較

0,000   1 介

特

護特会予備費 10,0

 

00

 

( 1)介護

定

特会予備費 （健康福祉

 

課） 　各事業において

 

対応できない支出の発

財

生等の不測の場合に備

 

える費用

 

1

源

0,000 10,00

説

0 0 10,000

繰入

　

金

　

10,0

　

00

　　　

計 10,0



給　　与　　費　　明　　細　　書

１　特別職

（単位　千円）

　※ 期末手当等は、通勤手当を含むものとする。

２　一般職

（１）　総　括 （単位　千円）

（単位　千円）

　※ 管理職手当等は、管理職員特別勤務手当を含むものとする。

5,282

10,671

10,783

3,813本　年　度

△ 1

期末手当区　　分

5,342

60△ 112

勤勉手当

△ 420

858

△ 96

63,837

通勤手当

2,731

678

762 258

1,263

1,966

428

4,697

共　済　費

△ 333

備　　考

79,466

74,769

344

84

住居手当

△ 333 △ 333

△ 333

合　　計

9,228

9,228

9,561

9,561

48

48

9,561

12,898

10,932

△ 333

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

△ 333

計報　　酬

66,568

23,10140,736

439

43,435

給　　料 職員手当

23,133

地域手当

1,341

2,699

管理職手当等

518

32

78比　　　較

超過勤務手当

519前　年　度

前　年　度

11

区　　分

本　年　度

前　年　度

比　　　較 0

職 員 手 当 の

内　　　　　　訳

区　　分
職員数
（人）

比

較

議　員

その他 0

0計

職員数
（人）

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

9,228

9,561

9,561

9,228

9,228

合　　計 備　　考
報　　酬 給　　料 期末手当等 計

共　済　費

9,561

9,228

町長等

町長等

計 48

議　員

その他

11

区　　分

町長等

議　員

その他

本
年
度

計

48

本　年　度

前
年
度

扶養手当

比　　　較

3,374

－396－



（２）　給料の増減明細

千円 千円

給与改定に伴う 給料表改定における減額 改定率 ％

増減分

昇給に伴う 平均昇給間差額×現に 平均昇給率

増加分 在職する職員数×12月

(5,438円×8人×12月）

その他の 採用、退職、会計間の異 職員数の変動状況

増減分 動等による増減

採用、退職、会計間の異動

等状況

22.1.2～

22年1月1日

21年1月1日

増　　減

21.1.2～
　　 22.1.1

採用等

5 人

11

退職等

5

（見込） （見込）

1 人 1 人

人

人0

人

2 523

3 2,259

1.21 ％

現在、在職
する職員数

人11

増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明増　減　額区　　分

2,699 1給 料 △ 0.19

備　　　　　考

△ 83

－397－



（３）　職員手当の増減明細

千円 千円 千円

給与改定に伴う 給与改定による手当額の 管理職手当

増減分 変更による減額 地域手当

住居手当

超過勤務手当

期末手当

勤勉手当

昇給に伴う 地域手当

増加分 超過勤務手当

期末手当

勤勉手当

その他の 採用、退職、会計間の異 地域手当

増減分 動等による増減 扶養手当

住居手当

通勤手当

超過勤務手当

期末手当

勤勉手当

備　　　　　　考

63

△

△

124

16

47

65

1

△ 3

△ 8

△

324

96△

84

400

区　　分 増　減　額

32職 員 手 当

389

756

3

増減額の増減事由別内訳

1

1,274

△ 1,492

2 250

説　　　　　明

392

△ 96

△ 992

－398－



（４）　給料及び職員手当の支給状況

ア　職員一人あたりの給与

　※ 平均年齢の小数点以下は月数を示す。

イ　初任給

ウ　級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

343,698 円

平成22年1月1日

現　　　　　　　在

1級

2級

3級

4級

5級

計 11

円

100.00

9.09

0 0.00

区　　　　　　　　分 一般職員

平成22年1月1日
現　　　　　　　在

平均給料月額 322,870

歳

平均給与月額

平　均　年　齢

1

1

6

46.03

9.09

54.55

1 級

円

主　　査

同額
円

主　　任

3 27.27

2 級

同額

国

円172,200

172,200 円

主　　事

同額

級 5 級 4 級 3 級

円

140,1001級 5号給

1級 5号給 140,100

円
同額

1級25号給

1級25号給円

平成21年1月1日
現　　　　　　　在

平均給料月額 296,773 円

平　均　年　齢 45.01 歳

大学卒
前年度

本年度

178,800

178,8001級25号給

1級25号給

区　　　　分 宮　　代　　町

平均給与月額 320,470 円

区　　　　分

1級 5号給 144,500

構成比（％）

高校卒
本年度 144,500

前年度

円1級 5号給

一般職員

級 職員数（人）

職　　　務 課　　長 室　　長

－399－



エ　昇給

オ　期末手当及び勤勉手当

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　　　分

 比率　（Ｂ）／（Ａ）

1.95

 比率　（Ｂ）／（Ａ） 100

有

そ の 他 の
加 算 措 置 等

定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置

埼玉県市町村総
合 事 務 組 合

定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置

41.34 59.28 59.28

％

職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
級 等 に よ る 加 算 措 置

備　考

有4.15

最高限度
（月分）

有

％ 100

2

10

人

人

％100 ％ 100

代表的な職種

11

人

 職員数 （Ａ）

 号給数別内訳
10

一般職員

人11 11 人

人

1

8号給

人

人

 昇給に係る職員数 （Ｂ）

 昇給に係る職員数 （Ｂ）

6号給

8号給

1

 号給数別内訳

人 2

9 人 9

2号給

4号給

6号給

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

 職員数 （Ａ）

前　年　度

国の制度

2.35

1.95

2.15

区　分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）

59.28

国 30.55

宮代町 30.55 41.34 59.28

35年勤続の者
（月分）

2.20 4.15

区　　分

本　年　度

6月 （月分）

支給期別支給率

12月 （月分）

2.20

4.50

11 人 11 人

11 人 11

支給率計 （月分）

人2号給

4号給 人

合　　計

11 人

－400－



キ　地域手当

ク　その他の手当

支 給 対 象 地 域

支 給 率

支 給 対 象 職 員 数

差異の内容

全　地　域

％

人

3 ％
国 の 指 定 基 準 に
基 づ く 支 給 率

3

通　勤　手　当 同

扶　養　手　当 同

住　居　手　当 同

区　　　分 国の制度との異同

11

－401－



（過年度に係る分）

地域包括支援センター 平成１９年度から
管 理 シ ス テ ム
賃 貸 借 契 約 平成２１年度まで

高 齢 者 介 護 用 品 高齢者介護等介護用品
支 給 事 業 単 価 契 約 支 給 に 要 す る 額

高 齢 者 等 給 食 配 食
サービス事業委託契約

通 所 型 介 護 予 防 事 業
業 務 委 託 契 約

介護予防普及啓発事業
介 護 委 託 契 約

4,547 3,206

通 所 型 介 護 予 防 事 業
業 務 委 託 に 要 す る 額

介護予防普及啓発事業
業 務 委 託 に 要 す る 額

事         項 限    度    額
期        間 金  額

前年度末までの支出見込額

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 以 降 に わ た る も

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度

高齢者等給食配食サービ
ス事業委託に要する額

－402－



（単位：千円）

一般財源

る額

1,069 1,069平 成 22 年 度

同 上

同 上 同 上 同 上

平 成 22 年 度 同 上 同 上

平 成 22 年 度

平 成 22 年 度
限 度 額
に 同 じ

地域支援
事業交付
要綱及び
埼玉県地
域支援事
業交付金
交付要綱
に基づき
交付され

限度額から
左記特定財
源を控除し
た 額

特    定    財    源

期        間 金  額
国　県
支出金

地方債 その他

当該年度以降の支出予定額
左   の   財   源   内   訳

のについての前年度末までの支出額

以降の支出予定額等に関する調書

同 上平 成 22 年 度 同 上 同 上

－403－




